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• 技能実習制度の見直しについて ・・・・・・P.1 

    （法務省入国管理局、厚生労働省職業能力開発局） 

• キャリア形成促進助成金について ・・・・・・P.4 

    （厚生労働省職業能力開発局） 

• キャリアアップ助成金について ・・・・・・P.5 
       （厚生労働省職業能力開発局） 
 
   



①政府（当局）間の取決めがない 
  保証金を徴収している等の不適正な送出し

機関の存在 

② 監理団体については許可制、実習実施者については届出制とし、
技能実習計画は個々に認定制とする。 

③ 新たな外国人技能実習機構（認可法人）を創設し、監理団体等
に報告を求め、実地に検査する等の業務を実施。 

⑤ 業所管省庁、都道府県等に対し、各種業法等に基づく協力要請等
を実施。これらの関係行政機関から成る「地域協議会」を設置し、
指導監督・連携体制を構築。 

① 実習生の送出しを希望する国との間で政府（当局）間取決めを
順次作成することを通じ、相手国政府（当局）と協力して不適
正な送出し機関の排除を目指す。 

②監理団体や実習実施者の義務・責任が不
明確であり、実習体制が不十分 

③民間機関である(公財)国際研修協力 
 機構が法的権限がないまま巡回指導 

⑤業所管省庁等の指導監督や連携体制 
 が不十分 

１．管理監督体制の強化策のポイント 

見直し後 現 行 

④実習生の保護体制が不十分 ④ 通報・申告窓口を整備。人権侵害行為等に対する罰則等を整備。
実習先変更支援を充実。 

見直しの方向性：管理監督体制の強化を前提に制度を拡充（2015年度中に新制度移行） 

技能実習制度の見直しの内容について 
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 ③対象職種の拡大 

①優良な監理団体等への 
 実習期間の延長又は再実習 

２．拡充策のポイント 

３年間 ⇒ ５年間（一旦帰国後、最大２年間の実習） 

②優良な監理団体等における受
入れ人数枠の拡大 

常勤従業員数に応じた人数枠を倍増（最大５％まで ⇒ 最大１０％まで等） 

地域限定の職種・企業独自の職種（社内検定の活用）・複数職種の同時実習の措置 

職種の随時追加 
※優良な監理団体等とは、法令違反がないことはもとより、技能評価試験の合格率、指導・相談体制等について、一定の要件を満たした監理団体及び実習実施者をいう。 



外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律案の概要 

 外国人の技能実習における技能等の適正な修得等の確保及び技能実習生の保護を図るため， 
技能実習を実施する者及び実施を監理する者並びに技能実習計画についての許可等の制度を設け， 
これらに関する事務を行う外国人技能実習機構を設ける等の所要の措置を講ずる。 

  平成２８年３月３１日までの間において政令で定める日 
 ただし，外国人技能実習機構の設立規定については，公布の日 

※ 法務省及び厚生労働省で共同提出 法律案の概要 

施行期日  

 優良な実習実施者・監理団体に限定して，第３号技能実習
生の受入れ（４～５年目の技能実習の実施）を可能とする。 
【第２条、第９条、第２３条及び第２５条関係】 

(1) 技能実習の基本理念及び関係者の責務規定を定めるとともに，
技能実習に関し基本方針を策定する。【第３条から第７条まで関係】 

(2) 技能実習生ごとに作成する技能実習計画について認定制とし，
技能実習生の技能等の修得に係る評価を行うことなどの認定
の基準や認定の欠格事由のほか，報告徴収，改善命令，認定
の取消し等を規定する。【第８条から第１６条まで関係】 

(3) 実習実施者について，届出制とする。 【第１７条及び第１８条関係】 

(4) 監理団体について，許可制とし，許可の基準や許可の欠格事
由のほか，遵守事項，報告徴収，改善命令，許可の取消し等を
規定する。【第２３条から第４５条まで関係】 

(5) 技能実習生に対する人権侵害行為等について，禁止規定を設
け違反に対する所要の罰則を規定するとともに，技能実習生に
対する相談や情報提供，技能実習生の転籍の連絡調整等を行
うことにより，技能実習生の保護等に関する措置を講ずる。 
【第４６条から第５１条まで関係】 

(6) 事業所管大臣等に対する協力要請等を規定するとともに，
地域ごとに関係行政機関等による地域協議会を設置する。
【第５３条から第５６条まで関係】 

(7) 外国人技能実習機構を認可法人として新設し，【第３章関係】 
・(2)の技能実習計画の認定， 【第１２条関係】 
・(2)の実習実施者・監理団体に報告を求め，実地に検査 

     【第１４条関係】 

・(3)の実習実施者の届出の受理，【第１８条関係】 
・(4)の監理団体の許可に関する調査 【第２４条関係】 
等を行わせるほか、技能実習生に対する相談・援助等を行う。
【第８７条関係】 

 ２．技能実習制度の拡充 

   技能実習の在留資格を規定する出入国管理及び難民認
定法の改正を行うほか，所要の改正を行う。 

３．その他 
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１．技能実習制度の適正化 



技能等の修得・
移転の確保 

監理団体及び
実習実施機関
の適正化 

人権侵害等の
防止及び対策 

送出し機関の
適正化 

実習期間の延
長又は再実習 

受入れ人数枠
の見直し 

対象職種の 
拡大等 

 「技能実習制度の見直しに関する法務省・厚生労働省合同有識者懇談会」報告書（平成27年1月30日）のポイント 

 
○技能実習制度については、昨年6月に、法務省第6次出入国管理政策懇談会・外国人受入れ制度検討分科会「技能実習制度の見直しの方向性に関する
検討結果（報告）」及び「日本再興戦略改定2014」により、政府としての制度見直し方針が示された。 

 

○本懇談会においては、制度の趣旨・目的に沿った技能等の修得・移転が確保され、かつ、技能実習生の人権確保が図られるよう、管理監督体制の強化を前
提としつつ、優良な受入れ機関に対しては制度の拡充を認めていくとの当該方針を具体化するため、以下の論点（見直し項目）ごとに検討を行ったもの。 

見直し項目 見直し内容のポイント 

趣旨 

・実習の各段階での技能評価の推進（技能実習２号、３号修了時の技能評価試験の受検義務化，技能実習計画の認定制） 
・実習生の帰国後フォローアップ・技能発揮の推進(送出し国・機関の協力を得て実施。監理団体はフォローアップ結果を活用して技能移転の確保) 
・修得技能等の見える化（グローバル・ジョブ・カード（仮称）の雛形作成）、技能評価システムの海外移転の推進 

・監理団体、実習実施機関の適正化・ガバナンス強化（監理団体の許可制、実習実施機関の届出制の導入、外部役員又は外部監査の導入の要件化） 
・新たな法律に基づく制度管理運用機関の創設（受入れ機関への立入調査や報告徴収等、指導監督に関する業務を実施） 
・不適正な監理団体等に対する罰則や名称の公表制度の整備 
・関係機関による取組・連携の強化（国、都道府県等の関係行政機関から成る地域技能実習協議会の設置等） 

・制度管理運用機関における通報・申告窓口の整備（申告を行った実習生に対する不利益な取扱いの禁止、実習生に一時退避先の提供） 
・実習先変更支援の充実、技能実習３号移行の際の実習先の選択可能化 
・実習生の賃金等の処遇の適正化（日本人と同等額の要件を満たしていることにつき実習実施機関に説明責任）、関係法令等に関する啓発活動の推進 

・送出し国との政府（当局）間取決めの作成（送出し機関の適正化のため、送出し国による送出し機関の認定、調査や指導監督等） 
・送出し国の産業発展等に即した政策ニーズや技能等の移転を必要としている分野・職種の把握 
・監理団体及び実習実施機関による送出し機関・実習生間の契約確認の義務化 

・優良な監理団体、実習実施機関及び実習生の要件設定（相談体制、技能評価試験の合格率、指導体制等） 
・優良な監理団体及び実習実施機関、優良な実習生の場合、一旦帰国後、延長・再実習の実現 
・日本語能力試験等合格の場合の講習期間（日本語講習部分）の短縮化、地域社会との共生のための取組の推進 

・優良な監理団体及び実習実施機関における受入れ人数枠の拡大（現行の2倍程度） 
・常勤職員数に応じた受入人数枠の均整化（「50人以下は3人まで」⇒「30人以下は3人、31人～40人は4人、41人～50人は5人まで」） 

・多能工化ニーズへの対応（複数職種の実習） 
・技能評価試験の適正化・柔軟化（地域ごとの産業特性を踏まえた職種追加、企業単独型における社内検定の活用） 
・介護分野の職種追加については、「外国人介護人材受入れの在り方に関する検討会」における検討結果を踏まえて適切に対応 
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職業訓練などを実施する事業主等に対して訓練経費や訓練中の賃金を助成し、労働者のキャリア形成を効果的に促進  

助成内容 助成額※( )額は中小企業以外の額 

❷ 政策課題対応型訓練 

  ①成長分野等人材育成コース 

中小企業以外 
中小企業 

健康(医療・介護)・環境などの成長分野等での人材育成のための訓練 

 
 
経費助成：１/２(1/3) 
賃金助成：1h当たり800円(400円) 

  ②グローバル人材育成コース 
海外関連業務に従事する人材育成のための訓練(海外の大学院、大学、
教育訓練施設などで実施する訓練も含む) 

  ③中長期的キャリア形成コース  
中長期的なキャリア形成に資する教育訓練として厚生労働大臣が指定
する専門実践教育訓練 

  ④熟練技能育成・承継コース 中小企業以外
【拡充】 
中小企業 

熟練技能者の指導力強化、技能承継のための訓練、認定職業訓練 

  ⑤若年人材育成コース 採用後５年以内で、35歳未満の若年労働者への訓練 

  ⑥育休中・復職後等能力 
                        アップコース 

中小企業以外 
中小企業 

育児休業中・復職後・再就職後の能力アップのための訓練 
経費助成：２/３(１/２)【助成率拡充】 
賃金助成：1h当たり800円(400円) 

  ⑦認定実習併用職業訓練コース 中小企業 大臣の認定を受けたOJT付き訓練（❶のアを除く） 経費助成：１/２ 
賃金助成：1h当たり800円 
ＯＪＴ実施助成（⑦）：1h当たり600円 

  ⑧自発的職業能力開発コース 中小企業 労働者の自発的な能力開発に対する支援 

❸ 一般型訓練 中小企業 政策課題対応型訓練以外の訓練 
賃金助成：1h当たり400円 
経費助成：１/３ 

○ 事業主及び事業主団体等向け 

助成内容 助成額 

❹ 団体等実施型訓練 
事業主 
団体等 

事業主団体等が構成事業主の雇用する労働者を対象に行う、若年労働
者への訓練や熟練技能の育成・承継のための訓練、育児休業中・復職
後・再就職後の能力アップのための訓練【拡充】 

経費助成：１/２（育児休業中・復職後・再
就職後の能力アップのための訓練 ２/３） 

助成内容 助成額※( )額は中小企業以外の額 

❶ ものづくり人材育成訓練【拡充】 
中小企業以外 
中小企業 

事業主団体等 

建設業や製造業が実施する大臣の認定を受けた次のＯＪＴ付き訓練 
ア 企業単独型訓練（企業が単独で実施する訓練） 
イ 企業連携型訓練（複数の企業が連携して実施する訓練） 
ウ 事業主団体等連携型訓練（事業主団体等と企業が連携して実施   
 する訓練） 

経費助成：２/３(１/２) 
賃金助成：1h当たり800円(400円) 
ＯＪＴ実施助成：1h当たり700円(400円) 

○ 事業主向け 

○ 事業主団体等向け 

キャリア形成促進助成金 キャリア形成促進助成金 
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キャリアアップ助成金について 

※上記の他、有期契約労働者等に対する法定外の健康診断制度の規定、パート労働者の所定労働時間延長を実施した場合に助成 

コース名・内容 助成額  （ ）内は中小企業以外の額 
 

（注）は平成28年３月31日まで助成額を拡充または要件を緩和 

正規雇用等
転換 

  有期契約労働者等を正規雇用労働  
  者等に転換または直接雇用 

①有期→正規：１人当たり50万円（40万円） 
②有期→無期：１人当たり20万円（15万円） 
③無期→正規：１人当たり30万円（25万円）  

※派遣労働者を正規雇用で直接雇用する場合、１人当たり30万円（中小企業以外も同額） 加算 

多様な 
正社員 

 勤務地・職務限定正社員制度を    
 新たに規定 
 有期契約労働者等を多様な正社員 
 に転換または直接雇用  

①勤務地・職務限定正社員制度規定・適用：１事業所当たり40万円（30万円） 
②有期・無期→勤務地・職務限定、短時間正社員：１人当たり30万円（25万
円） 
③正規→短時間正社員、短時間正社員雇入れ   ：１人当たり20万円（15万円） 

※派遣労働者を多様な正社員で直接雇用する場合、１人当たり15万円（中小企業以外も同額） 加算 

人材育成 

有期契約労働者等に次のいずれか
の訓練を実施 

①一般職業訓練（OFF-JT） 
②有期実習型訓練 
       （OFF-JT+OJT） 
③中長期的キャリア形成訓練 
        （OFF-JT） 
④育児休業中訓練（OFF-JT） 

OFF-JT《１人当たり》 
 賃金助成：１ｈ当たり800円（500円） 
 経費助成：訓練時間数に応じた次の額        ※育児休業中訓練は経費助成のみ 

     
 
 
 
         
OJT《１人当たり》 
 実施助成：１ｈ当たり８00円（700円） 

処遇改善 
すべてまたは一部の有期契約労働
者等の基本給を２％    以上増額 

①すべての賃金テーブル改定        ：１人当たり ３ 万円（２万円） 
②雇用形態別、職種別等の賃金テーブル改定：１人当たり1.5万円（１万円） 

※「職務評価」の手法の活用により実施した場合、１事業所当たり20万円（15万円）  加算 

○  有期契約労働者、短時間労働者、派遣労働者といった非正規雇用労働者の企業内のキャリアアップ等を促進するため、
正規雇用転換や人材育成、処遇改善などの取組を実施した事業主に対して包括的に助成。 

【本助成金の活用に当たって】 
  事業所ごとに「事前にキャリアアップ計画」の作成、「キャリアアップ管理者」の配置が必要。 

一般・有期実習型・育児休業中訓練 中長期的ｷｬﾘｱ形成訓練 

100ｈ未満 10万円(  7万円) 15万円(10万円) 

100ｈ以上200ｈ未満 20万円(15万円) 30万円(20万円) 

200ｈ以上 30万円(20万円) 50万円(30万円) 

《助成メニュー》 下線は平成27年度における新規または拡充部分 

（注） 

（注） 

（注） 

（注） 

（注） 

（注） 

（注） 

（注） 

5 


